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【A. 取り組みの全体像】

２．各自治体における取組概要｜名張市（１／４）

1.自治体の概要

自治体名 名張市 担当部局名 福祉子ども部 地域包括支援センター 人口 76,177（人）
＜令和5年1月1日時点＞

自治体
内連携

庁内連携部局 環境、交通、農林、雇用等の関係部署

庁内連携内容
※会議体、情報共有

高齢、障がい、児童、困窮、教育の各分野（分野エリア）で任命された5名のエリアディレクターがエリアディレクター会議
を通して、関係部署や機関が行う支援方法の調整を行う

2.形成をめざす地方版連携PFの姿

従前の取り組み

※重層の取り組み、外
部組織連携、地域
コミュニティ形成等

• 以前より住民主体の地域づくり活動が盛んであった経緯から、平成15年に

「地域づくり組織」を、平成17年に、地域の福祉サービスの拠点として「まちの

保健室」を設置。平成27年に設置した「エリアディレクター」を含めて地域福

祉教育総合支援ネットワーク(孤独孤立対策プラットフォームとしての機能を

既に含む)として統合し、包括的に運用

実現したい状態

※構築する仕組み／支
援対象の住民を取り
巻く環境

 既に設立・運用している地域福祉総
合支援ネットワーク(孤独孤立対策プ
ラットフォームとしての機能を含む)で
リーチできておらず、いまだなお行政の
施策や取り組みにアクセス困難な
方々を支援に繋げられている状態

 既存のPFへ新しい参加者が加わるこ
とで、住民主体のプラットフォームが
継続的に運営される仕組みが構築さ
れている状態

 孤独・孤立を抱えた人の防災や災害
時支援について実施すべき事項が明
確化されている状態

調査 • 毎年度、高齢者を対象とした実態調査等を実施

構想・方針 • 「住民が自ら考え、自ら行う」住民主体のまちづくり

体制 • ①エリアディレクター②まちの保健室③地域づくり組織の3階層にわた

る連携PFが存在し、それぞれのPFをリンクワーカーがつなぐ。

実施 • 行政と15の地域づくり組織(住民主体)の意見交換の場であるエリア
地域づくり代表者会議会議を1回/２月のペースで実施

• あらゆる健康づくり・地域福祉活動の拠点であるまちの保健室を15
地域に設置（’08年～’20年にかけて相談件数は約3倍に増加）

評価・検証等 • 1年～数年に一度、3層からなるプラットフォームの関係者が一堂に会
する全体会議あり（エリア会議）

3.地方版連携PFにおける連携体制

連携先
支援団体名

社会福祉協議会、地域づくり組織（住民自治組織）、警察、生協、医療機関、支援対
象者関係機関等

選出・打診時
の工夫

それぞれの自主性を醸成す
るように働きかける

協議体

（既設/新設）

エリアディレクター会議・地域

づくり代表者会議

支援団体との
連携内容

月に1回の頻度で催されるエリアディレクター会議において、事例共有や対処法に関する議
論を実施。加えて、要支援者が確認された場合には、市役所が主導して関係者を集め、
関係団体との調整を行って対応を進める。

4.PF連携による価値や工夫_考え方

 市が直轄で15地区(学校区域単位)に地域づくり組織・まちの保健室を設置し、
地域密着型の細やかな支援や情報収集を行う基盤を作った。

 エリアディレクター・まちの保健室・地域づくり組織という機能が異なる3層のプラット
フォーム(地域福祉総合支援ネットワーク)を運用している。

 住民主体の地域づくり組織が地域課題を我が事ととらえ、課題解決を図る取組
が進展している。

 持続可能かつより充実した取組を目指すために、市民の相談・アウトリーチのハブと
なるまちの保健室を再デザインし、認知度や利便性を高める取り組みを実施していく。
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【B.連携PFイメージ】

２．各自治体における取組概要｜名張市（２／４）

【名張市役所】 【外部団体】

エリア(地域)会議(1回/数年)

複合的な生活課題を抱える対象者

福祉子ども部
（高齢、障害、児童、

困窮）

地域包括支援センター市民部

消防本部

教育委員会 社協 地域福祉課
地域づくり組織

多機関協働による包括的支援体制の確立
✓ 自立相談支援事業

✓ 就労準備支援事業等

✓ まちの保健室の設置

エリア(分野エリア)ディレクター会議(1回/月)

地域包括支援センター

【その他分野】 【教育分野】 【福祉分野】 【社会福祉協議会等】 【NPO/民間企業】 【住民団体・活動】

自治体との連携による支援体制の充実化
✓ 日常生活支援事業

✓ 在宅医療、介護連携による研修・相談

✓ 成年後見利用促進

社協 地域福祉課

まちの保健室

生協

警察

NPO

生協

NPO

まちの保健室

ヤングケアラー ひきこもり

生活困窮 認知症

いじめ 障がい

サポートセンター

サポートセンター 在宅医療支援センター

消防本部

市民部

教育委員会

地域の要支援者
情報収集を担う

地域づくり組織

15の小学校区単位で
設置(各職員3名程度)

他の団体含め小学校区単位で日常的に
情報共有するPF機能あり

※これらの会議体は以前(2015年度)から存在

都市整備部

地域環境部

都市整備部

地域環境部

地域づくり代表者会議 (1回/2月)

市役所 地域づくり組織

15地区の地域づくり
組織（住民団体）
代表者が主導

5分野エリア※の

エリアディレクター

が主導

リンクワーカー的

機能を有する

リンクワーカー的

機能を有する
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８.孤独・孤立対策を公表した際の反響

• まちの保健室職員からは、まちの保健室の認知度や利便性を向上させる取り組みに繋げることがで
きたらと高評価を受けた

• 市民へは今後市の広報誌等をもって公表していく

【C.試行的事業一覧】

２．各自治体における取組概要｜名張市（３／４）

７.次年度以降に向けた事業等の案
※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ（あれば）を例挙

• 今後の人口減少・高齢化の一層の進行が見込まれている中、プラットフォームの基盤となって
いる15の地域づくり組織について、各地域の現状把握や将来予測を地域住民を巻き込んで
行い、持続可能な組織の在り方についての検討を行う

6．本年度に取り組む試行的事業の概要

試行的事業の
ポイント・工夫

⚫ 40名程度のプラットフォーム関係者を集めてワークショップを行い、既存のプラットフォームでリー

チできていない層の特定を行うことで、改善の方向性を明確にしたこと

⚫ 15区ある市内の地区ブロックの1つを取り上げたワークショップを行うことで、孤独・孤立の問題

をより具体的に議論できるようにしたこと

事業名称 事業内容 目的／期待効果・KPI 実施時期 発注先（予算）

1

「まちの保健
室」のリデザイン
及び地域共生
社会の取組発
信

【事業概要】
健康づくり・地域福祉活動の拠点(プラットフォームの一機能)である「まちの保
健室」をより身近で訪問しやすい窓口とするためのリデザインを行う。また、地
域広報を活用して、「まちの保健室」のリデザインを含む名張市の取組みつい
て市民向けに改めて周知を行う。
【制作物内容】
まちの保健室のロゴデザイン、広報webページ
【部数・配付方法】
既存の市内広報物に合わせて全戸に配布

• 課題を抱えながらも支援に繋がることのできていな
い方がまちの保健室の存在を認識し、活用できる
状態となることを目指す

✓ 令和5年1月初旬から2月下旬ま
で

• Studio-L
（600万円）

成果検証結果 ➢参加者アンケートや、認知度に
ついて多様な手法候補を検討
中

2
孤独孤立問題
の共有化のた
めの研修

【事業概要】
孤独・孤立問題を取り上げた住民向け、市職員向けのワークショップの実施
【ワークショップ内容】
住民向けワークショップ：孤独・孤立に係る問題が特に顕在化するケース(災
害時等)を想定したディスカッションを実施(1回開催)
市職員向けワークショップ：平時からの孤独・孤立対策に関する講義・ディス
カッションを実施(2回開催)
【参加人数】
各40名程度

• 孤独・孤立対策という視点から見たときの地域の状
態や地域資源についての認識を深めることで、地
域住民の平時からの問題対策意識を醸成する

• 孤独・孤立対策の重要性における市職員の理解
度を高めることで、支援の機運を醸成する

✓ 令和5年1月初旬から2月下旬ま
で

成果検証結果 ➢ワークショップ参加者の孤独孤立
問題への理解度の向上(アン
ケート調査)
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【D.留意点】

２．各自治体における取組概要｜名張市（４／４）

(ア)

初期段階

(イ)

準備段階

(ウ)

設立段階

➢ 15地区に設置されているまちの保健室を使って現
場からの様々な声を情報収集している

➢ 高齢者を対象とした実態を毎年度調査しており、
70代の単身世帯や孤立状況等の確認を行ってい
る

②孤独孤立に係る地域の現況把握

➢ アウトリーチの拠点として重要な役割を果たしてい
るまちの保険室の認知度・利用率を一層高めるこ
と

➢ 高齢化の一層の進行が予測される中、基盤とな
る15の地域づくり組織の持続可能な在り方を模
索すること

③孤独孤立に係る課題・当面の対象設定

➢ プラットフォーム立ち上げ当初(エリアディレクターが設置された2015年)は亀井前
市長の強いリーダーシップもあり、市直轄で仕組みづくり、施策を実行していた。

➢ プラットフォームの運用を進める中で、市直轄では不足する点が徐々に明確とな
り、社協や警察等の外部団体との連携や、エリアディレクターの在り方の変更
(所掌の在り方を3地域から5領域へ)、3層のプラットフォームの隙間を埋める仕
組みが充実していった。

➢ まちの保健室は2007年の設立当初以来、その役割や機能はほとんど変わって
いない(当初から目論見通り機能している)。

➢ プラットフォームの基盤となる住民主体の15の地域づくり組織は、それぞれが独
自に代表者を任命し、行政の部長級や関係外部団体を交えた地域づくり代
表者会議を1回/2月程度の頻度で実施し、必要な情報連携や議論を行う

➢ 5つの分野エリア(困窮、教育、高齢、児童、障がい)のエリアディレクター(庁内
主任～係長級)によるエリアディレクター会議は1回/月の頻度で開催され、関係
部局や機関の支援調整を行う

➢ まちの保健室は15の地域に1つずつ設置され、各拠点2~3名の職員が地域の
窓口として日常的な相談・対応やニーズ等の情報収集の場としての役割を担う

② PFの方針・備えるべき機能・協議事項等の設定① PF設立に向けた既存組織・施策の棚卸し

【庁内】

➢ 福祉子ども部地域包括支援センターが主導

➢ 環境、交通、農林、雇用等の関係部署も適宜連携

【外部団体】

➢ 地域づくり組織、名張市社会福祉協議会、在宅医療支援センター、伊賀地
域福祉後見サポートセンター、警察、生協等、市主導のプラットフォームの運営
が進むにつれて徐々に連携団体も拡大

③ PF参加者の検討

【情報共有】

➢ 毎年実施している高齢者の実態調査や、これまで実施してきたヤングケアラーの
実態調査等は3層のプラットフォームを介して適宜情報共有されている

① 参加者間の孤独孤立に係る認識共有・情報共有

➢ まちの保健室のリ・デザイン結果の広報・周知による認知度の向上と、現在リー
チできていない層への支援の拡大

➢ プラットフォームの基盤となる15の地域づくり組織の現状把握・将来予測と、社
会的手法の取り入れによるこれらの組織の持続可能性の向上

➢ 市の広報紙(県コンクールの受賞歴あり)を活用し、試行的事業として行ったま
ちの保健室のリ・デザインや、15地区の1つである赤目地区で行ったワークショッ
プ取り組みを全戸に周知していく

➢ エリア会議の場を活用しすることで15の地域マネジャーに周知を行い、各地域へ
の情報伝達を図る

③ 施策の住民周知・巻き込み② 優先的に取り組む課題・施策検討

➢ 15地区の地域づくり組織と、まちの保健室の設置
の完了(2010年前後)と同時期に福祉子ども部地
域包括支援センターが組織され、以後は当組織
が主導している。

①孤独孤立に係る主担当部署の設定

【認識共有】

➢ 2016年に三重県を巻き込んだ教福連携名張サミットを開催し、認識共有、
理解度の向上を図った(厚労省、文科省、同志社大からも有識者招聘)。


